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上場維持基準の適合に向けた計画書 

 

 

当社は、2022年12月31日時点において、プライム市場における上場維持基準に適合しない状態となりまし

た。下記の通り、上場維持基準の適合に向けた計画を作成しましたので、お知らせいたします。 

 

１． 当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の 2022年 12月時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、以下のとおりであり、

流通株式時価総額の基準を満たしておりません。当社は 2025年 12月までに流通株式時価総額 100億円の

基準を充足させることを目指し、各種取り組みを進めてまいります。 

 

 
流通株式数 流通株式時価総額 流通株式比率 1日平均売買代金 

当社の状況 

（基準日時点） 
37,283単位 83億円 38％ 1.2億円 

上場維持基準 20,000単位 100億円 35％ 0.2億円 

計画期間  2025年 12月末   

※当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出

を行ったものです。 

 

２． 上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題および取組内容 

プライム市場の上場維持基準の充足に向けた当社の具体的な取り組み内容については、添付の「上場

維持基準の適合に向けた計画書」に記載のとおりです。 

 

以 上 
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01 上場維持基準の適合状況及び計画期間



上場維持基準の適合状況及び計画期間
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【上場維持基準の適合状況】

当社の直近基準日(2022年12月31日)におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、

「流通株式時価総額」について基準を満たしておりません。

【計画期間】

上場維持基準である流通株式時価総額については、2025年12月までに基準である100億円を達成するよう目

指してまいります。

プライム市場基準 当社 適合状況

流通株式時価総額 100億円 83億円 ×
流通株式数 20,000単位 37,283単位 〇

流通株式比率 35% 38% 〇

1日平均売買代金 0.2億円 1.2憶円 〇



02 取組の基本方針、課題及び取組内容



取組の基本方針

6

時価総額の増加を図り、プライム市場の上場維持基準への適合を目指してまいります。

流通株式時価総額の増加

×

＝

時価総額の増加

継続的な事業成長を軸に時価総額の増加を図る

流通株式比率を維持

プライム市場基準である35％超を維持



成長戦略に則り、業績の拡大を目指す

また、低迷したDX事業の立て直しは早期に実現する
※成長戦略は次ページ以降で説明

業績を更に拡大していく必要がある

課題及び取組内容

7

時価総額の増加に向け、成長戦略の実行による業績の拡大を進める

具体的な取組内容

課題

増配等による株主還元施策を充実させる

士2023年12月期は配当の開始以来、5期連続となる増配を予定

企業価値を更に向上していく必要がある



03 業績拡大に向けた成長戦略



Strength

01

Strength

02

Strength

03

成長戦略

成長市場で戦う

M&Aの積極活用

新規事業の育成



IT人材不足は今後ますます深刻化

2030年には最大約79万人の不足と予測※1
※1 出典:経済産業省委託事業「IT人材需給に関する調査」

国内パブリッククラウドサービス市場は

2021年～2026年までの年間平均成長率20.8％で推移

2026年の市場規模は2021年比2.6倍の4兆2,795億円と予測※2
※2 出典:IDC Japan「国内パブリッククラウドサービス市場 産業分野別予測、2022年～2026年」

社会のデジタル化加速により、インターネット広告市場は大きく成長

当社が強みを持つ運用型広告市場は前年比15.3％成長※３
※3 出典:電通「 2022年日本の広告費」

成長戦略：成長市場で戦う

10

マクロの追い風の吹く成長市場でビジネスを展開

DX事業

デジタル

マーケティング事業



成長戦略：成長市場で戦う / IT人材の不足規模の推移
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IT人材は2030年には最大79万人不足と予測

IT人材の需要は今後ますます拡大する見込み
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※出所：経済産業省委託事業「IT人材受給に関する調査」



2,159 

4,279

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

成長戦略：成長市場で戦う / 国内クラウド市場規模
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2021年～2026年までの年間平均成長率20.8％で推移

2026年の市場規模は2021年比2.6倍の4兆2,795億円と予測

出所：IDC Japan株式会社「国内パブリッククラウドサービス市場産業分野別予測、2022年～2026年」

国内市場規模（十億円）



525 540 536 571 568 606 
778 773 867 972 

412 510 622 
738 

940 
1,151 

1,326 1,456 

1,838 

2,118 

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

その他 運用型広告費

成長戦略：成長市場で戦う /インターネット広告市場の推移

13

社会のデジタル化加速により、インターネット広告市場は大きく成長

当社が強みを持つ運用型広告市場は前年比15.3％増

出所：電通「日本の広告費」2012年以降に公表された情報を使用

国内市場規模（十億円）
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成長戦略： M&Aの積極活用

15

設立当初よりマーケット動向を読み取りM&Aを実施

今後もM&A案件を厳選し、戦略的にM&Aを実施する方針

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

(計画)

⚫ ㈱インタームーブ株式を取得

⚫ ㈱ミンツプランニング株式を取得

⚫ ㈱DI Marketing Partners(旧LIFULL Marketing 

Partners) 株式を取得

⚫ ㈱アダムテクノロジーズ株式を取得

⚫ ㈱e2e株式を取得

⚫ SEMコンサルティング事業を譲受

⚫ クリエイティブサービス事業譲受

⚫ ㈱あゆた株式取得

⚫ ㈱セレッテ事業譲受

⚫ ㈱グローバル・リサーチ事業譲受

⚫ ㈱SSA株式取得

⚫ ㈱ファンステージ株式取得

⚫ ㈱クラフトリッジ株式取得

⚫ ㈱ワン・オー・ワン株式取得

⚫ Mulodo Vietnam株式取得

⚫ ㈱MediaFox株式取得

⚫ ㈱アップオンデマンド株式取得

⚫ ㈱ぱむ株式取得

⚫ テテマーチ㈱よりCAMPiN事業を譲受

※縦軸は売上高(グロス)を表す
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成長戦略： M&Aの積極活用

2023年2月末に1件のM&Aを実施

2023年1月、当社の連結子会社であるデジタルアイデンティティ社において、

アダムテクノロジーズ社及びe2e社の株式取得を決議し、2月に子会社化を行う。

アダムテクノロジーズ社は、SEO 対策を強みとしたコンテンツマーケティングを、e2e社は

WordPress を専門としたシステム開発、保守運用を手掛けており、同社が当社グループ

に加わることで、より広範なデジタルマーケティング支援が可能となる。
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成長市場で戦う
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新規事業の育成



成長戦略：新規事業の育成

新たな柱となる事業を育成すべく、新規事業の2の矢、3の矢を放ち続ける

SYNERGY

デジタルマーケティング

（DM）事業

第1の柱

デジタルトランスフォーメーション

（DX）事業

第2の柱

その他事業セグメント内で育成

マーケティングDX

IT人材事業

SaaS事業

18



成長戦略：新規事業の育成 / スキルナビ

19

・SaaS型タレントマネジメントシステム「スキルナビ」を展開

・オラクルの最前線で活躍したデータベースエンジニアチームが開発

・豊富な標準機能でも業界最安値を目指す

※導入企業の一部を例示



成長戦略：新規事業の育成 / スキルナビ

20

スキルナビ主要導入実績

※導入企業の一部を例示

導入企業数、リード獲得数が

引き続き拡大中

JFEシステムズ 三井住友トラスト・システム&サービス 日産トレーディング株式会社 横河ソリューションサービス



成長戦略：新規事業の育成 / IT人材事業

・IT人材求人、案件紹介メディア「TechReach」をロンチ

・IT領域特化の転職エージェンシー「R-Stone」をM&Aにより取得

● フリーランス専門

エンジニア

クリエイター

PM・PMOなど

● テックリーチの強み

登録案件数約5000件以上

エンド・元請企業直案件8割

支払いサイクル15日



成長戦略：新規事業の育成 / IT人材事業

22

メディア開発・集客から、フリーランス派遣・人材紹介・自社採用によるDX支援強化までグループ内で一気通貫

のエコシステムを構築。

自社採用でDX支援の強化

IT人材事業

DX事業 & デジタルマーケティング事業

育成
DX事業

IT人材

集客

メディア制作
集客、メディア制作



Vision

– 事業を通じて創造の志士を輩出し続ける -



免責事項

将来の見通しに関する注意事項

⚫ 本発表において提供される資料ならびに情報はいわゆる「見通し情報」（forward-looking statements）を

含みます。これらは、現在における見込み、予測及びリスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの

記述とは異なる結果を招き得る不確実性を含んでおります。それらリスクや不確実性には、一般的な業界

ならびに市場の状況、金利、通貨為替変動といった一般的な国内及び国際的な経済状況が含まれます。

⚫ 当社は、将来の事象などの発生にかかわらず、既に行っております今後の見通しに関する発表等につき、開

示規則により求められる場合を除き、必ずしも修正するとは限りません。

⚫ 当社以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。
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Thank You!
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